





































































































































































































































































































　第一に、国年創設時の 2級認定基準の一般的事項には、前章 3節 2款でみ
た「日常の生活は極めて困難で、労働によりその収入を得ることができない
程度」との記載に続けて、「なお、厚生年金法による障害級の 2級及び 3級








































































































































































































































































































との理由で、「安静度表… 3度又は 4度に該当するものは 2級に
おおむね相当
4 4 4 4 4 4
するので、認定にあたって参考資料として用いる
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課せられる安静度によって



















































































のとする」とあり、同じように、 1級には 1度ないし 2度、 3級には 5度な
いし 6度が該当するとしている。
　第二に、併合認定については、併合判定参考表の労働能力減退率および併
合（加重）認定表（ 1章 3節 3款）は、1958年認定基準と同一であったもの
の、前者について、等級との関係が明示され、 1級が併合判定参考表 1号
（119％）、 2級が同表 2～ 4号（79％）、 3級が同表 5号～ 7号（56％）、障害
手当金が同表 8号～10号（27％）とされた。この労働能力減退率を基に、国
は、各等級の労働能力喪失割合（ 2級は70％以上、 3級は50％以上喪失等）を





























































































































































































































































ん医療において 3 層障害評価（注 3）を勧めつつ、1982年の Eastern 




















（132）　（ 1）拠出制年金の施行日である1961年 4月 1日前または20歳前の傷病
による前発障害（単独での障害の程度は問われない）とその後の傷病による
後発障害（最終改正は昭和41年厚生省告示515号「併合認定の対象となる新
たに発した傷病に係る廃疾の程度を定める件」にある「両眼の視野狭窄が10
度」および「両耳の最良語音明瞭度が50％」等）とを併合して障害年金が支
給されるとき（法30条 2項等）および（ 2）障害年金受給権者が新たな傷病
により障害年金の受給権を取得することとなり、前後の障害年金を併合した
新たな障害年金の等級を裁定するとき（法31条）の取扱い（社会保険庁・前
掲書〔注128〕337頁）。
（133）　社会保険庁・前掲書（注128）328頁。1966年認定基準との相違は、同認
定基準では、㋐の括弧書きが「呼吸器の機能障害、心機能障害並びに精神の
障害を含む」とされていた。
（134）　「廃疾認定に関する実地調査」（昭37・ 6・15年発351号），社会保険庁・
前掲書（注53）76頁。
（135）　「厚生年金保険における廃疾の認定について」（昭36・ 7・11保発47号）
添付。1965年の「厚生年金保険の廃疾認定について」（昭40・ 3・34庁保険
発13号）によりごく軽微な補正がなされた。
（136）　精神薄弱は厚年では1977年認定基準以降、削除されている。
